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令和５年度学校法人等基礎調査作成要領  

 

１ 「学校法人等基礎調査」調査票の作成について  

（ １ ） 提 出 期 限  

令 和 ５ 年 ６ 月 ３ ０ 日 (金 )  

（ ２ ） 提 出 方 法  

５ 月 １ 日 に 送 信 し た メ ー ル に 添 付 さ れ て い る エ ク セ ル フ

ァ イ ル に 入 力 し 、 調 査 票 区 分 １ ～ ５ （ 学 校 法 人 以 外 の 法 人

及 び 個 人 の 場 合 は １ ～ ３ ） を 作 成 し て く だ さ い 。  

そ の 後 、 １ 部 プ リ ン ト ア ウ ト （ 片 面 印 刷 ） ※ の 上 、 郵 送

で 提 出 し て く だ さ い 。  

な お 、 幼 稚 園 を 設 置 し て い る 法 人 は 、 ４ 月 ２ ８ 日 付 で 依

頼 し た 財 務 計 算 書 類 と 一 括 し て 郵 送 し て く だ さ い 。 （ 「 財

務 計 算 書 類 及 び 基 礎 調 査 在 中 」 と 付 記 ）  

※ 作 成 し た 電 子 フ ァ イ ル 自 体 は 、 法 人 等 で 保 存 し 、 学 事 課 へ の 提 出 は

不 要 で す 。 ご 提 出 い た だ い た 調 査 票 （ 原 本 ） は 取 り ま と め て 県 か ら

事 業 団 へ 送 付 し ま す 。  

 

２  作 成 上 の 留 意 点  

（１）打ち出し後の数値等の訂正は、修正テープ等（訂正印は不要）でお

願いします。 

（ ２ ） 添付の「令和５年度学校法人等基礎調査（都道府県知事所管学校法

人等用）【学校法人等基礎調査説明書及び調査票】」を参照して記入

してください。 

（３）各調査票の右上の整理番号欄は必ず空欄とし、幼稚園を設置してい

る学校法人は整理番号欄の上に設置者番号を鉛筆で記入してくださ

い。 

（４）学校法人以外の法人及び個人が設置する学校についての調査票が、

昨年度までの法人ごとから学校ごとに作成するよう様式が変更されて

いますので、ご注意ください。 

⇒使用方法タブで確認の上、作業１から作業３までを入力後、学校ごとに

プリントアウト（片面印刷）したものの郵送をお願いします。 

 

３ 調査票区分１について 

（１）「教職員数在籍生徒・園児数」の「認可クラス数」欄は、幼稚園の
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収容定員数÷３５人(小数点以下切り上げ)の数値を記入してくださ

い。他の学種は記入しないでください。 

 

（ ２ ） 「 そ の 他 」 の 「幼稚園･認定こども園種別」欄は、市町村の施設型

給付を受けていない幼稚園にあっては「１」を記入してください。 

 

４ 調査票区分２について 

（１）「ｌ その他の収入」欄は、財務計算書類「資金収支計算書」の「そ

の他の収入」の「決算(B)」欄の額を転記してください。 

（ ２ ） 補助金による軽減額がある場合は、次の例（幼稚園）のとおり

「(１)授業料収入」から直接減額せず、「(６)その他」から間接的に

減額してください。 

（３）「(6)その他」の額がマイナスになる場合は、先頭に△を付してくだ

さい。 
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(例 )年 間 の保 育 料 総 額 36,000,000円 、保 育 料 軽 減 事 業 補 助 金 の額 1,200,000円 、県

運 営 費 補 助 金 等 の額 20,000,000円 、市 町 村 補 助 金 100,000円 の場 合  

     【調 査 票 区 分 ２】                      【財 務 計 算 書 類 】 

 資金収支計算書（収入の部）                 資金収支計算書（収入の部） 

ａ学生生徒等納付金収入 

 (1)授 業 料 収 入 

 (6)その他 

 

36,000,000 

Ａ△ 1,200,000 

 

 

 

 

 

 

学 生 生 徒 納 付 金 収 入  

保 育 料 収 入  

埼玉県補助金による軽減額 

 

  36 ,000,000 

 △ 1,200,000 

ｄ補助金収入 

 (2)地方公共団体補助金収入 

 (うち学費負担軽減目的補助金) 

 

  21 ,300,000 

    1,200,000 

補 助 金 収 入  

埼 玉 県 補 助 金 収 入  

市 町 村 補 助 金 収 入  

 

  21 ,200,000 

       100,000 

  ※ Ａはａ学生生徒等納付金収入において、保育料軽減補助金1,200,000円  

    を間接的に減額していることを示している(先頭に△を付す。)。 

 

５ 調査票区分３について  

（１）「a人件費支出」欄中「（うち所定福利費）」は、「本務教員」欄又は

「本務職員」欄の額のうち数として記入してください。 

（２）「収支差額」欄（その他の法人・個人のみ記入）は、支出が収入を上

回る場合は、△印を付してください。 

 

６ 調査票作成後の確認  

（１）資金収支計算書（収入の部）  

ページ等 チ ェ ッ ク 内 容 

 

 

調査票区分 

2 

 

 

① 財 務 計 算 書 類 の資金収支計算書（収入の部）の「決算(B)」欄 から正 し 

 く転 記 しているか。 

② 学 校 法 人 の場 合 、 

  「収 入 の部 合 計 ○Ａ 」と、調 査 票 区 分 ３の「支 出 の部 合 計 ○Ａ 」が一 致 しているか｡  

③ その他 の法 人 及 び個 人 の場 合 、 

   「ｋ 前 受 金 収 入 」から「収 入 の部 合 計 ○Ａ 」までが 空 欄 となっているか。  

（２）資金収支計算書（支出の部）  

ページ等 チ ェ ッ ク 内 容 

調査票区分 

3 

①  財 務 計 算 書 類 の資 金 収 支 計 算 書 (支 出 の部 )の｢決 算 (B)｣欄 及 び人 件 費 支  

 出 内 訳 表 からそれぞれ正 しく転 記 しているか。 

② その他 の法 人 及 び個 人 の場 合 、 

   調 査 票 下 から１行 目 の 収 支 差 額 欄 に差 額 を記 入 しているか｡また､その収 支  

  差 額 は、前 ページの収 入 の部  「ｊ  計 」－支 出 の部  「g 計 」と一 致 しているか。  

③ その他 の法 人 及 び個 人 の場 合 、 

    「h  資 産 運 用 支 出 」から「支 出 の部 合 計 ○Ａ 」までが 空 欄 となっているか。 
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（３）事業活動収支計算書  

ページ等 チ ェ ッ ク 内 容 

調査票区分 

4 

財 務 計 算 書 類 の事業活動収支計算書の「決算(B)」欄からそれぞれ転記し

ているか。 

 

（４）貸借対照表  

ページ等 チ ェ ッ ク 内 容 

調査票区分 

5 

① 財 務 計 算 書 類 の貸 借 対 照 表 の「本 年 度 末 欄 」からそれぞれ転 記 しているか。  

② 調 査 票 下 から１行 目 の左 右 の「合 計 ○Ｂ 」 が一 致 しているか。 

 


